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アジア経済法令ニュース No.20-44 

 添付法令資料 1： 韓国接境地域支援特別法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国輸出管理・規制法（目次） 

 添付法令資料 3： 輸入品の荷揚げ及び蔵置に関する2020年8月11日付インドネシア 

  共和国財務大臣規則 No.108/PMK.04/2020（目次） 

 添付法令資料 4： ベトナムにおける外国人の出入国、国境通過及び居住法を合一する 

  ベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2020 年 10 月 30 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律

に基づく第一種使用規程の承認をした件（農林水産省・環境省告示第 4 号） 

20.10.23 公布 

2 個人情報の保護に関する法律の規定に基づき、認定個人情報保護団体を認定

した件（個人情報保護委員会告示第 11 号） 

20.10.26 公布 

3 外国為替及び外国貿易法第十六条第一項又は第三項の規定に基づく財務大臣

の許可を受けなければならない支払等を指定する件の一部を改正する件（財務

省告示第 432 号） 

20.10.27 公布 

4 外国為替及び外国貿易法第十六条第一項の規定に基づく経済産業大臣の許可

を受けなければならない支払等の一部を改正する件（経済産業省告示第 211号） 

20.10.27 公布／同日施行 

5 肥料を登録した件（農林水産省告示第 2118 号） 

20.10.29 公布 

6 円借款の供与に関する日本国政府とモルディブ共和国政府との間の書簡の交

換に関する件（外務省告示第 434 号） 

20.10.30 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 工业和信息化部关于加强外商投资电信企业事中事后监管的通知 

20.10.15 公布 工業及び情報化部 工信部通信函[2020]248 号 

2 民政部关于修改部分规范性文件的公告 

20.10.20 公布 民政部公告第 490 号／21.01.01 施行 

3 国家科学技术奖励条例 

20.10.07 公布 国務院令第 731 号／20.12.01 施行 

4 国家发展改革委办公厅关于进一步做好《必须招标的工程项目规定》和《必须
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招标的基础设施和公用事业项目范围规定》实施工作的通知 

20.10.19 公布 国家発展及び改革委員会弁公庁 発改弁法規[2020]770 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 原住少数民族に属する人々を登録するための手続きを確立することに関して

ロシア連邦における原住少数民族の権利の保障に関するロシア連邦法律へ変

更を導入することに関する 2020 年 2 月 6 日付ロシア連邦法律 No.11-FZ 

一部を除き、公布の日から 90 日後に施行 

2 ロシア連邦家族法典第 86 条への変更の導入に関する 2020 年 2 月 6 日付ロシ

ア連邦法律 No.10-FZ 

3 ロシア連邦住宅法典への変更の導入に関する 2020 年 2 月 6 日付ロシア連邦

法律 No.13-FZ 

4 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 5 韓国 

1 中小企業創業支援法施行規則一部改正令 

20.10.23 公布 中小ベンチャー企業部令第 39 号／同日施行 

2 公文書に対するアポスティーユ及び本部領事確認書発給に関する規定 

20.10.27 公布 大統領令第 31121 号／21.04.28 施行 

3 不動産取引申告等に関する法律施行令一部改正令 

20.10.27 公布 大統領令第 31131 号／同日施行 

4 新羅王京の核心遺跡復元・整備に関する特別法施行令 

20.10.27 公布 大統領令第 31127 号／20.12.11 施行 

5 障害者福祉法施行令一部改正令 

20.10.27 公布 大統領令第 31128 号／同日施行 

6 精神健康増進及び精神疾患者の福祉サービス支援に関する法律施行令一部改

正令 

20.10.27 公布 大統領令第 31130 号／同日施行 
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7 建築法施行規則一部改正令 

20.10.28 公布 国土交通部令第 774 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 8 タイ 

1 王国全土の地区における非常事態宣言の期間の延長についての告示（第 7 回） 

20.10.28 首相により制定／20.11.01 から 20.11.30 まで有効 

2 仏暦 2560 年（西暦 2017 年）対象産業の国家競争能力強化法に基づき投資を

受けた者の権利及び利益の行使についての投資促進委員会の告示第 Or. 1/2563

号 

20.10.06 制定 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 SECURITIES AND EXCHANGE COMMISSION  

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 28, S. 2020 

  REQUIREMENT FOR CORPORATIONS, PARTNERSHIPS, 

ASSOCIATIONS, AND INDIVIDUALS TO CREATE AND/OR 

DESIGNATE E-MAIL ACCOUNT ADDRESS AND CELLPHONE 

NUMBER FOR TRANSACTIONS WITH THE COMMISSION 

20.08.27 付／全国流通新聞において公布されてから直ちに施行 

2 DEPARTMENT OF TRADE AND INDUSTRY  

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 20-55, S. 2020 

  EASING OF CONTROL OF MEASURES IN MALLS AND 

COMMERCIAL CENTER UPON STRICT IMPLEMENTATION OF THE 

SEVEN COMMANDMENTS 

20.10.20 付／フィリピン大学へ提出して公布された日から直ちに施行 

3 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES  

  RESOLUTION NO. 80, S. 2020 
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  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

20.10.22 付 

4 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES  

  OMNIBUS GUIDELINES ON THE IMPLEMENTATION OF 

COMMUNITY QUARANTINE IN THE PHILIPPINES WITH 

AMENDMENTS AS OF OCTOBER 22, 2020 

20.10.22 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

5 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT 

  DEPARTMENT ORDER NO. 215, S. 2020 

  “RULE AMENDING SECTION 12 OF RULE I, RULES IMPLEMENTING 

BOOK VI OF THE LABOR CODE ON THE SUSPENSION OF 

EMPLOYMENT RELATIONSHIP” 

20.10.23 付／全国流通新聞において公布された日の 15 日後から施行 

6 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT 

  DEPARTMENT ORDER NO. 216, S. 2020 

  RULES AND REGULATIONS GOVERNING RECRUITMENT AND 

PLACEMENT OF INDUSTRY WORKERS BY PRIVATE EMPLOYMENT 

AGENCIES FOR LOCAL EMPLOYMENT 

20.10.27 付／全国流通新聞において公布された日の 15 日後から施行 

7 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT 

  DEPARTMENT ORDER NO. 217, S. 2020 

  RULES AND REGULATIONS GOVERNING RECRUITMENT AND 

PLACEMENT OF DOMESTIC WORKERS BY PRIVATE EMPLOYMENT 

AGENCIES FOR LOCAL EMPLOYMENT 

20.10.27 付／全国流通新聞において公布された日の 15 日後から施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

1 法律及び決議に関する法律への変更の導入に関する 2020 年 5 月 13 日付モン

ゴル国法律 

2 行政的違法行為に関する法律への追加の導入に関する 2020 年 5 月 13 日付モ

ンゴル国法律 

3 行政的違法行為の審査に関する法律への追加の導入に関する 2020 年 5 月 13

日付モンゴル国法律 

 

第 13 カザフスタン 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 火災安全規則の承認に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2020 年 10 月 20 日付 No.649／同月 21 日施行 

2 国有企業の改革の加速化及び国有財産の私有化に係る措置に関するウズベキ

スタン共和国大統領令 

2020 年 10 月 27 日付 No.UP-6096／同月 28 日施行 

3 市民の雇用に関するウズベキスタン共和国法律 

2020 年 10 月 20 日付 No.ZRU-642／2021 年 1 月 21 日から施行 

4 行政的責任法に関するウズベキスタン共和国法典への変更及び追加の導入に

関するウズベキスタン共和国法律 

2020 年 10 月 26 日付 No.ZRU-643／同月 27 日施行 

5 国内におけるウズベク語の更なる発展及び言語政策の改善に係る措置に関す

るウズベキスタン共和国大統領令 

2020 年 10 月 20 日付 No.UP-6084／同月 21 日施行 

6 輸出業務の資金的支援の更なる拡大に係る措置に関するウズベキスタン共和

国大統領令 

2020 年 10 月 21 日付 No.UP-6091／同月 22 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

1 輸入ライセンスの申請を必要とする物品リストを発出する件 

20.10.22 制定 経済及び貿易省告示第 68/2020 号 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国接境地域支援特別法（目次） 

   2 中国輸出管理・規制法（目次） 

   3 輸入品の荷揚げ及び蔵置に関する 2020年 8月 11日付インドネシア共和国財

務大臣規則 No.108/PMK.04/2020（目次） 

   4 ベトナムにおける外国人の出入国、国境通過及び居住法を合一するベトナム
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国会事務局の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 
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芳賀 洋一  弁護士：シンガポール法令担当 

浅谷 朱音  弁護士：ロシア法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法研究員（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


